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１. 窓口での取得                     

 （１）請求できる人と請求時に必要なもの 

（注１） 本人確認ができる書類とは、マイナンバーカード、運転免許証、健康保険証などです。 他市で本人

へのなりすまし等により個人情報を不正に取得する事例が発生していますので、本人確認を厳格

にしています。ご理解、ご協力をお願いします。 

（注２） 堺市在住かつ同一世帯で住民登録されている方や、公的機関が発行する書類等で「同居している」ことと 

「親族である」ことが分かる方は委任状を省略できます。それ以外の方は、委任状が必要です。 

（注３） 賦課期日（令和３年 1 月１日）後に所有権移転等により固定資産を取得した方。 

 
 
 

（２）証明書の種類と取扱窓口など  
種  類 内     容 取扱窓口 手  数  料 

市民税・府民税 

（所得・課税） 

証明書 

１年間の所得金額、税額など 
各区役所  

市民課（注４） 
１年度につき 

200 円 
    （注４） 

固定資産評価 

証明書 

（土地・家屋） 

土地・家屋の所在地、地積、 

床面積とその評価額など 
各区役所 

市民課 

（償却資産除く） 

土地：１年度１

筆につき 

家屋：１年度１

棟につき 

 

固定資産公課 

証明書 

（土地・家屋） 

「評価証明」の内容に加えて、 

課税標準額と税額 

固定資産評価 

証明書 

（償却資産） 

償却資産の種類、評価額、 

課税標準額など 市税事務所 

固定資産税課 

償却資産係 

１年度・１種類

又は１名称に

つき 

固定資産公課 

証明書 

（償却資産） 

「評価証明」の内容に加えて、 

税額 

１年度１名称

につき 

請求者 必 要 な も の 

本人 ・本人確認ができる書類（注１） 

現在同居している親族（注２） ・請求者の本人確認ができる書類（（注２）に当てはまる方は、委任状省略可） 

相続人 
・相続権が確認できるもの（戸籍・除籍謄本等） 

・請求者の本人確認ができる書類 

借地・借家人等 
・賃借人及び賃貸物件が記載されている賃貸借契約書 

・請求者の本人確認ができる書類 

固定資産の現所有者（注３） 

・登記事項証明書、登記済証、売買契約書等所有権の移転を確認することが

できる書類  

・請求者の本人確認ができる書類 

上記以外の人 
・委任状   

・請求者の本人確認ができる書類 

法人 
・代表者印または会社印（あるいは代表者印等を押印した委任状） 

・請求者の本人確認ができる書類（社員確認） 
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税務証明交付申請書・委任状の様式は、堺市ホームページ：「税金→申請書ダウンロード→市民の方へ

→税務証明交付申請書」からダウンロードすることができます。→P63 
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納税証明書（注５） 
市民税・府民税、固定資産税、その

他の市税の課税額と納付額など 

各区役所 

市民課 

１年度１税目

につき 

住宅用家屋 

証明書 

一定の要件を備えた住宅に対す

る証明で、登録免許税の軽減税率

の適用を受ける際に必要→P67 

市税事務所 

固定資産税課 

または 

税務サービス課（堺

区市税の窓口） 

１件につき 
1,300

円 

（注４）市民税・府民税（所得・課税）証明書（本人の最新年度分）については、全区役所に設置してい
る自動交付機や、全国のコンビニエンスストア等の専用端末（マルチコピー機）で取得できます。
自動交付機、コンビニエンスストア等を利用した場合の手数料は１通につき 150 円で、窓口よ
り 50 円安くなります。詳しくは下記をご覧ください。 

（注５）納税後すぐに納税証明書を請求される場合は、領収証書をお持ちください。  

 
  
 

２. 自動交付機・コンビニエンスストアでの取得     
市民税・府民税（所得・課税）証明書（本人の最新年度分）については、全区役所に設置してい

る自動交付機や、全国のコンビニエンスストア等の専用端末（マルチコピー機）で取得できます。 

（1）自動交付機 
全区役所に設置しています。窓口より 50 円安く 150 円で、市民税・府民税（所得・課税）証明書 

（本人の最新年度分）が取得できます。 

※このサービスを利用するには、マイナンバーカードが必要です。 

利用時間 平日 午前９時から午後５時３０分 
      

（2）コンビニエンスストア等 
全国のコンビニエンスストア等の専用端末（マルチコピー機）でマイナンバーカードを使って取

得できます。土曜・日曜日、祝休日、深夜・早朝でも取得できます。窓口より 50 円安く 150 円で、
市民税・府民税（所得・課税）証明書（本人の最新年度分）が取得できます。 

※このサービスを利用するには、マイナンバーカードが必要です。 

利用時間  午前６時 30 分から午後 11 時 
     ※12 月 29 日～１月３日とメンテナンス作業等の保守点検期間は利用できません。 
 

３. 郵送による取得                                

わざわざ窓口に出向く必要はありません！ 税務証明請求には便利な郵送請求をご利用ください。 

 

■郵送請求に必要なもの 
次の①、②、③、④を同封の上、下記あてに郵送してください。ご不明の点は取扱窓口までお問

合せください。 

① 申請の内容を記載した文書・・・堺市税のホームページ（P63）「税金→申請書ダウンロード→

市民の方へ→税務証明交付申請書」にある「税務証明交付申請書」か便せんなどの用紙に、次ペ

ージの例を参考にして必要事項を記載してください。 
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税証明書の記載事項についての問合せは？ 
証明書に記載された所得金額､課税物件の面積や税額など詳しい内容については、 

市税事務所 各税目の担当課にお問合せください。→P90,91 

200 円 
（注４） 
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＜申請の様式例＞ 

 氏名                生年月日              

 現住所                                       

 [堺市（a）                             ]  

 電話番号（b）                              

 使用目的（c）                              

    年度       証明を    通 請求します。（d）                  
 
（a）市外へ転出された場合には、[堺市での住所]も記載してください。 

（b）請求の内容についてお尋ねすることがありますので、日中に連絡できる電話番号を 

お願いします。 

（c）記載例：融資・扶養・児童扶養手当・保育所・学校・税務署・法務局など 

（d）土地・家屋の評価証明や公課証明の場合には、その所在地と土地・家屋の区分を記 

載してください。 

② 証明手数料・・・郵便局で発行する定額小為替を証明発行手数料分（→P59,60）同封 

        してください。          おつりのないようにお願いします。 

③  返信用封筒および返信料・・・返送先の住所・氏名を記載した封筒に所要額の切手を貼ってください。 

④  請求者の本人確認ができる書類（マイナンバーカード(表面のみ)、運転免許証、健康保険証 

など）のコピーを同封してください。（法人や本人以外の方が請求するときは、追加で書類等 

が必要な場合があります。→P59） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■年度分か年分か？ 

税の窓口でよく混乱するのが「年度分か年分か」ということです。 

令和３年度に発行できる最新の所得・課税証明書（毎年６月から発行可能になります。ただし、給

与所得者で市民税・府民税のすべての税額を特別徴収の方法でお納めいただく方については、特別徴

収税額決定通知書発送後の５月中旬頃から発行可能。）には、令和２年中の所得に対して課税され

た令和３年度の市民税・府民税が記載されています。単に｢令和２年の証明を｣と請求があっても、「令

和２年度の課税」についての証明か「令和２年分の所得」についての証明かの判断がつかない場合も

ありますので、提出先などに確認のうえ請求してください。 

郵送請求の取扱窓口  

●市民税・府民税（所得・課税）証明書、固定資産評価・公課証明書（土地・家屋）、納税証明書は、 

戸籍住民課 郵送証明担当 

（〒590－8501（住所記入不要） 堺市役所 電話 072－228－7048） 

※市役所専用郵便番号のため、あて先住所の記載は不要です。 
 

●償却資産にかかる証明書(納税証明書は除く)は、固定資産税課 償却資産係 

（〒591－8037 堺市北区百舌鳥赤畑町１丁３番地１ 電話 072－231－9765） 
 

●住宅用家屋証明書は、固定資産税課 

（〒591－8037 堺市北区百舌鳥赤畑町１丁３番地１ 電話 072－231－9761～9764） 
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